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要約
某事業所（n＝４５０）を対象に、労働者の自覚的ストレス度に影響する仕事負担要因を検討す
る目的から調査票による横断調査を行った。そのさいに、「ストレス－脆弱性」理論をもとに
個人の心理傾向である脆弱性が及ぼす効果との比較を意識した検討を行った。調査時期は平成
２３年３月で、事業所の職制を通じて自記式調査票（無記名）を配布して回答を求め、回答記入
後に密封して回収した。調査項目は、自覚的ストレス度の指標として General Health Question-
naire１２項目版（GHQ−12）、仕事ストレス要因として「職業性ストレス簡易調査票質問紙」、個
人の脆弱性を評価する心理傾向、そして生活の質（QOL）である。回答のあった４３６名を対象
に集計分析した。２項ロジスティック回帰分析を行った結果、個人の脆弱性とともに仕事スト
レス要因として仕事のコントロール、仕事の適性の２要因が GHQ得点と有意に関連していた。
これらの仕事負担要因は脆弱性よりも大きな影響を持っており、仕事に内在する負担要因への
介入が、働く人のストレス度の軽減により有効であることが示された。
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１．はじめに
現在、事業所でのメンタルヘルス活動は、厚生労働省の「労働者の心の健康の保持増進の
ための指針１）（平成１８年３月）」（以下、指針）に沿って進められている。この指針では、セル
フケア、ラインケア、スタッフのケア、外部資源によるケアからなるいわゆる「４つのケア」
による職場メンタルヘルス活動の目標と手法が示されている。この活動は、最終的にメンタル
ヘルス不調にいたる労働者を減少させることを意図しているため、職場での活動目標は直接に
メンタルヘルス活動の成否に関わっている。
指針に示された活動目標は、教育研修、職場環境整備、気づきによる早期発見早期対応、復
職支援からなっているが、これらは前２項目と後の２項目に集約できる。前者は職場環境に由
来するストレス要因（職場ストレス要因）、後者はその結果として生じた個々の労働者のストレ
ス反応への働きかけである。こうした職場ストレス要因と結果としてのストレス反応であるメ
ンタルヘルス不調の発生には、個々の労働者個人の心理傾向も関連している２）。職場ストレス
要因、個人の心理傾向とメンタルヘルス不調の関連性は「ストレス－脆弱性」理論３，４）とよば
れ、メンタルヘルス不調の業務上外の判断指針でも採用され労災認定の判定に用いられている。
「ストレス－脆弱性」理論は、職場ストレス要因と個人の反応性である脆弱性との関係で精
神的破綻の発生が決まるという考え方で、職場ストレス要因が大きければ労働者個人の脆弱性
が小さくても精神障害が生じ、逆に個人の脆弱性が大きければ職場ストレス要因が小さくても
破綻が生じるとされる。このさい、職場ストレス要因の大きさは、それをその職場の多くの人々
がどう受け止めるかという評価基準に基づくことによって理解される。このように、労働者個
人に関わる外的なストレス要因と個人の内的な脆弱性がメンタルヘルス不調の発生に関連する
ことは一般に理解されているが、これは個人を単位とした関係性を示しているにすぎない。メ
ンタルヘルス対策の場である事業所において、職場ストレス要因と個人の脆弱性が、それぞれ
どの程度のウエイトをもって、結果としての職場でのメンタルヘルス不調の発生に寄与してい
るかを理解するための根拠となる研究報告は少ない。
上記の点を考慮して著者らは、職場ストレス要因のうちとくに仕事内容に由来する仕事スト
レス要因ならびに個人の心理傾向（脆弱性）が、職場内のメンタルヘルス不調の発生頻度と直
接に相関するとされている個々の労働者の自覚的ストレス度にどの程度寄与しているかを検討
した。これによって、職場でのストレスマネージメントを検討するさいの職場ストレス要因な
らびに個人の心理特性への対応の必要度について一定の根拠を得ることを目的とした。
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２．対象と方法
（１）調査対象
今回、調査対象となったのは、某自治体事業所に定常的に勤務している正規、嘱託、再雇用
ならびに非常勤職員（平成２３年３月時点で４５０名）である。
（２）調査方法
調査時期は平成２３年３月下旬。職制を通じて無記名式の調査票を配布し、回答が記入された
用紙は事前に配布した封筒に密封して職場ごとに収集する方法で回収した（回収数＝４３６部、
回収率９７％）。回収した調査票は、著者らの研究チームに回送され、当チーム内で開封してデ
ータ入力、集計・分析した。
調査票の質問項目は、日常業務で内在する仕事ストレス要因、日々の生活の質（QOL）、業
務を通じて感じている自覚的ストレス度、個人の脆弱性の指標としての性格傾向、ならびに個
人属性である。
なお、調査票には、研究の目的、調査は無記名で協力は自由意志であること、データは研究
目的以外には使用しないことを明記した。
１）仕事ストレス要因
調査項目は、Karasekの Job−strain model５）をもとに開発・公表され、現在仕事ストレス要因
の調査の中で汎用されている「職業性ストレス簡易調査票質問紙６）」の項目を用いた。この調
査表の項目は下記の９つの仕事ストレス要因から構成されるが、これらは同調査票の集計マニ
ュアル７）に準拠して作成した。
仕事ストレス要因の各質問項目について、当該項目への反応がストレス度が低い状態を示し
ている場合を０点、ストレス度が高い状態を示している場合を１点とし、各項目の反応を９つ
の要因ごとに合計した。各項目とその得点範囲は、①仕事の量的負担（０‐３点）、②仕事の質
的負担（０‐３点）、③身体的負担（０，１点）、④仕事のコントロール（０‐３点）、⑤技術の活用（０，１
点）、⑥対人関係（０‐３点）、⑦職場環境（０，１点）、⑧仕事の適性（０，１点）、⑨働きがい（０，１
点）である。
２）QOL
普段の生活の質（QOL）を評価するため、WHO−QOL８）から８項目を抽出し一部改変して用
いた。集計は、QOLが高い状態を示唆していると考えられる肯定的な回答を０点、逆に QOL
が低いと考えられる否定的な回答を１点として８項目の合計点で評価尺度（QOL得点）を構
成した。
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３）自覚的ストレス度
Goldberg９）が開発し精神的な健康度指標として広く用いられている General Health Question-
naire１２項目版（GHQ‐１２）１０）を用いた。集計は GHQの標準的な集計方法に従い、各質問項目
に肯定的な回答を０点、否定的な回答を１点として１２項目の合計点で自覚的ストレス度の評価
指標である GHQ得点を算出した。Goldbergらは３点以上を精神的な健康問題ありとする cut−
off基準９）を示しているが、当集団では得点分布が高得点にシフトしていたため、５点以上
（３３．２％）を問題あり（自覚的ストレスが高い状態）とした。
４）脆弱性
個人が持つ心理傾向を意味する脆弱性１１）は、その人の病気（精神疾患）へのなりやすさを示
しているが、これはその人の生まれ持った素質（先天的な要素）と学習・訓練などによる生ま
れてからの能力やストレスへの対応力（後天的な要素）が関連するとされている１２）。この調査
では、職場のメンタルヘルスに関する厚生労働省の各種報告書等１２，１３）を参考に、前者について
とくに性格傾向に着目して調査項目を構成した。性格傾向のうち、外交的な性格を示唆してい
る項目に肯定的（ポジティブ）な反応をした場合を１点、そうでない反応（ネガティブ）を０
点として合計点で個人の脆弱性を評価した。
５）個人属性
調査対象者の属性として、性別、年齢、勤務場所、職位、職務内容の５項目を用いた。職務
内容（職種）は、回答のし易さを考慮して調査票の５職種（事務・技術・消防・現業・管理）
としたが、「事務・技術職」はいわゆる一般職（非管理職）で主にデスクワークでの実務を担
当する職員、「消防・現業職」は主に対物的な対応を担当する職員、「管理職」はこれらの職
種にある職員の管理業務（職務配分と全体的な業務の進行・目標管理）を担当する職員となっ
ている。集計分析では、人事労務面でのこうした職種の認識に基づいて調査票の５職種を３つ
に再構成した。
（３）分析方法
調査対象者の基本属性ならびに９つの仕事ストレス要因得点、QOL得点、脆弱性得点につ
いて、自覚的ストレス度の指標である GHQ得点との間でクロス集計を行い、これらの要因が
GHQ得点とどの程度関連しているかについて検討した。このさい、仕事ストレス要因、QOL
得点、脆弱性の各要因については、反応の得点をそれぞれの得点分布の中央値で高得点（高ス
トレス）と低得点（低ストレス）に２分して従属変数とした。次に、GHQ得点と統計的に有
意な関連を示した項目及び性、年齢等の基本属性を説明変数として、自覚的ストレス度と各要
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因との独立した関連性を２項ロジスティック回帰分析によって検討した。
統計的解析は専用ソフトウエアの SAS（SAS Inc, Cary NC, USA）を用い、有意水準はすべて
p＜０．０５とした。
３．結果
（１）基本属性（表１）
調査票を回収できた４３６名について基本属性を集計したが、個々の項目での欠損値について
は表スペースの点から記載しなかった。男性は２０４名、女性は２１０名でやや女性が多かった。年
齢では、３０歳代、４０歳代、５０歳代が、それぞれ１２３名、１０１名、１３０名と多く、２０歳代は４１名と
少なかった。職種は事務職場２７７名で、現業１１４名、その他職種２５名に比して多かった。雇用形
態は、正規雇用が２９１名、非正規雇用は１３７名で６８％が正規雇用だった。勤務場所は、２２８名（６９％）
が本庁あるいは本庁関連の勤務場所だった。
（２）GHQ得点に関連する要因（表１）
基本属性のうち、性別、年齢層、職種、勤務場所は GHQ得点との関連性は見受けられなか
った。一方、GHQ得点と有意に関連していたのは雇用形態で、自覚的ストレスが高い GHQ
得点５点以上のものの割合は、非正規雇用（２２．６％）に比べて正規雇用（３７．５％）が有意に高
かった（p＝０．００２）。
仕事ストレス要因のうち、GHQ得点と有意に関連していたのは、仕事の量的負担度、仕事
の質的負担、仕事のコントロール、対人関係、仕事の適性だった。自覚的ストレスが高い状態
である GHQ得点５点以上のものの割合は、仕事の量的負担が大きいものでは４３．４％で、負担
が小さい低いものの２７．７％に比べて明らかに高かった（p＜０．００１）。仕事の質的負担が大きい場
合、GHQ得点が５点以上のものの割合は４２．６％で、そうでないものの２９．０％に比べて高かっ
た（p＝０．００５）。仕事のコントロールでは、コントロールがないものでは GHQ得点５点以上の
ものの割合は４７．６％で、コントロールがあるものでの２４．３％に比べて高かった（p＜０．０００１）。
職場での対人関係が良くないものでは、GHQ得点５点以上の割合が４６．１％で、対人関係が良
好なものでの２６．１％に比べて高かった（p＜０．０００１）。調査時点で取り組んでいる仕事に適性が
無いと感じているものでは GHQ得点５点以上のものの割合は５２．０％で、適性があると感じて
いるものの２７．３％に比べて明らかに高かった（p＜０．０００１）。
QOL得点は GHQ得点と有意に相関し、QOL得点が高いもの（１８．４％）ではそうでないも
の（５６．９％）に比べて明らかに GHQ得点が高い（５点以上）ものの割合が高かった（p＜０．０００１）。
また、個人の心理的な脆弱性が高いもの（４６．０％）では、脆弱性が低いもの（１６．４％）に比べ
て GHQ得点５点以上のものの割合が高かった（p＜０．０００１）。
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表１．GHQ得点（≧５点）と仕事ストレス要因、属性、QOL得点、脆弱性との関連
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（３）GHQ得点に関連する要因（表２）
上記の集計から、雇用形態が正規雇用のものでは非正規雇用のものに比べて GHQ得点が高
い傾向が示されていた。そこで、正規雇用の対象者について仕事の量的負担、仕事の質的負担、
仕事のコントロール、仕事の適性ならびに脆弱性が、それぞれ個別に独立してどの程度の大き
さで GHQ得点と関係しているのかを２項ロジスティック回帰分析によって分析した。その結
果、最終的に仕事のコントロールが低い（OR＝２．３０、９５％ CI：１．３７–３．８７）、仕事の適性がな
い（OR＝２．２３、９５％ CI：１．２３–４．０３）、脆弱性の指標である心理傾向がネガティブ（OR＝３．６２、
９５％ CI：２．１５–６．１０）の３項目が有意なオッズ比を示した。
４．考察
方法の項に記したように、今回の調査対象では GHQ得点の cut−offの基準点を通常の４点
ではなく５点以上とした。GHQは比較的古くから用いられている尺度ということもあり、現
在これを職場ストレスの測定で用いたような場合には、４点を基準値とすると約半数が基準点
を超えることが珍しくないとされている１４）。調査対象の半数を含むような基準点で精神的な健
康度が低い集団を規定した場合、当然に正常であるものを異常であると判定する疑陽性の率が
高くなることによって、関連する要因を判定する感度は低下する。今回の集計では GHQ得点
の分布から基準点を引き上げたが、そのことによってある程度関連要因を抽出する感度を確保
できる結果になったと考えられる。
今回の分析では、GHQ得点に関連する属性要因として雇用形態が上げられた。一般的な理
解１５‐１７）では、非正規雇用の場合に自覚的ストレス度が高いのではないかと思われるが、結果は
逆であった。非正規雇用の問題は、実際には比較的若い年齢層の問題として取り上げられるこ
とが多く、この場合は社会に踏み出す時点での喪失感として心理的なストレス度と強く相関す
ることは想像に難くないし、いくつかの研究１５‐１７）もこうした見方を支持する報告となっている。
しかし、集計結果として示さなかったが、本研究対象での非正規雇用のほとんどは３０歳代以上
の女性で、おもに家庭の主婦がこうした形態での勤務を選択していると考えられた。このため、
多重ロジスティック分析では正規雇用のみを対象とした分析を行った。GHQ得点との各要因
とのクロス集計では、仕事の量的負担、仕事の質的負担、仕事のコントロール、対人関係、仕
表２．正規雇用の対象者におけるGHQ得点に影響する要因のオッズ比（95%信頼区間）
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事の適性、QOL得点、脆弱性が有意な関連を示していたが、２項ロジスティック回帰分析で
は上記のように非正規雇用者が代表性を欠いていると考えられることから分析対象を正規雇用
に限定した。このさい、QOL得点は脆弱性と強い相関を示していたため分析の趣旨を考慮し
て脆弱性を説明変数として用いた。対人関係は仕事の適性、脆弱性との相関が大きかったため
除外し、仕事の量的負担、仕事の質的負担、仕事のコントロール、仕事の適性、脆弱性を説明
変数として用いた。
多重ロジスティック分析では、GHQ得点で示された高い自覚的ストレス度には個人の心理
傾向にもまして仕事ストレス要因、とくに“仕事のコントロール”と“仕事の適性”が大きく
関わっていることが示された。すなわち、仕事のコントロールと仕事の適性を合わせた自覚的
ストレス度に対する効果は５．１２（＝２．３０（仕事のコントロールのオッズ比）×２．２３（仕事の適
性のオッズ比））で、心理傾向である脆弱性オッズ比３．６２より明らかに大きくなっていて、労働
者が普段の仕事を通じて感じている自覚的なストレス度には、性格要因より仕事ストレス要因
がより強く影響していることを示している。したがって、例えば管理・監督者が実際に職場で
ストレスマネージメントを行おうとするさいには、個々の労働者・部下の性格傾向はさておい
ても仕事に内在する不都合―仕事ストレス要因の改善を計ろうとする努力の方がより有効であ
ることを示唆している。今回 GHQ得点と有意に関連していた仕事のコントロールと仕事の適
性要因を構成する項目７）を個別に見てみると、前者は、「自分のペースで仕事ができる」、「自
分で仕事の順番・やり方を決めることができる」、「職場の仕事の方針に自分の意見を反映でき
る」の項目からなっている。また後者は、「仕事の内容は自分にあっている」の項目となって
いる。つまり、仕事の適性－その仕事が自分にあっていること－は当然のことながら、それと
ともに自分が担当している仕事は自分の手で担っているというコントロールの感覚を個々の労
働者が自覚できるような、あるいはそれを感じさせるようなマネージメントが有用であること
が示唆されていた。
「ストレス－脆弱性」理論が示すように、個人がもつ心理傾向が自覚的ストレス度に関連し
ていることは否定できない事実であり、今回の調査結果はその影響が小さくないことを示して
いた。しかし、そうした個人がもつ特性よりもかなり大きな程度で仕事ストレス要因、とりわ
け仕事のコントロールと仕事の適性が関係していることを認識することは重要であると思われ
る。職場にある多様な仕事ストレス要因の中でも、とりわけ自分で自分の仕事をコントロール
できているという感覚を大切にすることは、職場での良好なメンタルヘルス状態を確保する上
で不可欠な要素であると思われる。
福井県立大学論集 第３９号 ２０１２．８
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